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研究成果の概要： 
本研究は、電気通信市場と信書便市場を同じネットワーク産業という概念で捉えること

で、電気通信市場規制に係る過去の知見・教訓を、信書便市場に適用し、同分野に対する
規制の効率性を議論するための基礎的な知見とともに、広くネットワーク産業規制全般の
効率性を産業横断的に比較評価する手法を開発することを目指した。研究の結果、電気通
信政策データベースの雛型の作成、わが国電気通信市場での参入・料金規制の厚生インパ
クト分析などを行い、電気通信分野におけるわが国の政策経験を他分野（信書便市場）・他
地域（発展途上国）に敷衍し、一定の政策提言を経済理論に整合的な形で導いた。 
 
 
交付額 
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 直接経費 間接経費 合 計 
２００５年度 700,000 0 700,000 

２００６年度 500,000 0 500,000 

２００７年度 700,000 210,000 910,000 

２００８年度 600,000 180,000 780,000 

  年度  

総 計 2,500,000 390,000 2,890,000 

 
 
研究分野：応用経済学 
科研費の分科・細目：経済学・応用経済学 
キーワード：ネットワーク、信書便産業、電気通信産業、規制、通信経済 
 
１．研究開始当初の背景 

１９８０年代以降、ネットワーク産業で
ある交通や電気通信、鉄道の分野では規制
緩和・自由化が内外で次々に実行に移され
てきた。他方、信書送達サービスを提供す
る信書便産業は、同じネットワーク産業で
ありながら、その流れから大きく取り残さ
れていたが、近年になって状況が変貌しつ
つある。わが国では、２０００年４月の日
本郵政公社の設立に併せて、「民間事業者

による信書の送達に関する法律」が施行さ
れ、信書便市場を開放することにより、公
共の福祉の増進が目指されている。 

 
２．研究の目的 

本研究は、上記の状況を踏まえ、電気通
信市場と信書便市場を同じネットワーク
産業という概念で捉えることで、電気通信
市場規制に係る過去の知見・教訓を、信書
便市場に適用し、同分野に対する規制の効

 



 

率性を議論するための基礎的な知見を得
るとともに、広くネットワーク産業規制全
般の効率性を産業横断的に比較評価する
手法を開発することを目指した。 
具体的には、研究期間の前半において、

①電気通信事業法施行以来の規制の経緯
の基礎的データベースの作成、②わが国の
信書便市場の継続的観察、および競争の進
展状況の調査・分析、③参入規制・料金規
制が所得分配に及ぼした影響の数量的評
価、および電気通信政策のインパクトの定
量的分析、を行うことを目指した。さらに
後半においては、それまでの調査を継続す
ることに加え、④２００６年度より信書便
市場自由化の第三段階に突入する見込み
のEUの郵便市場の動向と各国の規制枠組
みの調査・分析、⑤得られた知見の他のネ
ットワーク産業への拡張、および規制効率
性の産業横断的評価、を行うことを研究目
的として設定した。 

 
 
３．研究の方法 

調査・研究項目については、それぞれ以
下の手法により研究を遂行した。 
 

(1)電気通信政策データベースの作成 
電気通信事業法施行以来のわが国の電
気通信政策について、法改正資料や電気
通信審議会（情報通信審議会）資料など
を主たる対象とした文献調査と、有識者
に対するインタビュー調査を並行して
実施する。対象とする分野は広大であり、
必要とされる作業量は膨大であるため、
総務省関連部局、データ通信協会、およ
び国際通信経済研究所のサポートを受
ける。 
 

(2)参入・料金規制をめぐる経済分析 
本申請課題に係る研究に着手する以前
より継続中の総務省情報通信政策研究
所との共同研究成果を活用し、参入規
制・料金規制が所得分配に及ぼした影響
について数量的評価を行い、電気通信政
策のインパクトについて定量的分析を
行う。具体的には、中村彰宏氏（帝塚山
大学）、河村真氏（法政大学）との共同
作業によって得られた通信料金弾力性
等の値から、通信料金（基本料金及び通
話料金）の低廉化が所得分配に与えた影
響を推測し、これまでの料金政策の定量
的評価などを試みる。 

 
これら調査を通じて得られたデータを

基に、電気通信市場と信書便市場を同じネ
ットワーク産業という概念で捉えること
で、電気通信市場規制に係る過去の知見・

教訓を信書便市場に適用し、同分野に対す
る規制の効率性を議論するための基礎的
な知見を得るとともに、ネットワーク産業
規制全般の効率性を産業横断的に比較評
価する手法を開発する。 

特に信書便市場に関しては総務省関連
部局からの情報収集や、インターネットや
新聞情報といった種々の二次情報の収集
を通じて、わが国の信書便市場の状況を継
続的に観察し、競争の進展状況を調査・分
析する。さらに、わが国の状況を客観的に
評価するために必要なメルクマールを得
るため、海外の状況（とりわけ近未来に郵
便の完全自由化を標榜し、ＥＵ委員会のリ
ーダーシップの下で加盟国間の交渉が進
められているＥＵの状況）についても適宜
情報収集を行う。 

 
 

４．研究成果 
(1)電気通信政策データベースについて 

本件については、1984 年以来の法改正資
料、関連の審議会報告書などの収集を行い、
検索可能なデータベースの雛型となるホ
ームページのデザインを行い、成果の一部
についてはトライアル版として研究代表
者のホームページを通じて 2006 年度より
関連の研究者等に公開し、本格的データベ
ース構築のための貴重なコメントを集め
た。その中で、意味のあるデータベースと
するためには、各種研究会の報告書を包含
することが必要であること、さらに、継続
的なアップデートを可能にするためには
総務省や関連業界団体との協力関係構築
が不可欠であることが明らかになった。そ
こで、トライアル版ホームページについて
は一旦閉鎖し、現在、追加的な資料収集作
業を企画中である。 

 
(2)参入・料金規制の経済分析について 

わが国の電気通信市場の政策評価の議
論に基礎資料を提供するために、消費者行
動モデルと整合的な計量経済モデルを構
築して通話需要分析を行った。具体的には、
関東１都６県を対象とした世帯の通話支
出額等に関するアンケートデータを基に、
NTT 発通話、NCC 発通話、携帯電話発通話
の３財モデルによる Almost Ideal Demand 
System(AIDS)に基づいた通話支出関数を
推計した。加えて、通話支出関数の推計に
先立ち、NCC、携帯電話に関する加入需要
関数の推計も行い、各世帯の加入行動を加
味した形（2 Step Estimation）でバイア
スを除去した通話支出関数の推計を試み
た。想定した意思決定モデルは次図のとお
りである。 
 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
推計の結果、支出関数の推計は加入行動

を加味した形で行う必要があること、NTT
発通話、NCC 発通話、携帯電話発通話は相
互に連関していること（代替・補完関係）
などが明らかとなった。 
さらに、電気通信事業者側の生産関数に

関する先行研究の成果を活用することで
固定電話サービス及び携帯電話サービス
の料金変化の消費者厚生に対するインパ
クトの測定を行い価格低下が及ぼす消費
者厚生への影響を推計するとともに、先行
研究の結果を活用してラムゼイ料金を導
き、単独平均費用水準の料金を設定した場
合との厚生比較を実施した。ラムゼイ料金
への移行は厚生上望ましいと考えられる
ことが多いが、その場合は交差価格弾力性
の情報を正しく反映することが必要であ
り、自己弾力性のみに基づいて算出された
ラムゼイ料金ではかえって厚生水準が悪
化することが判明した。 

 
(3)他地域・他産業に対する政策インプリケ
ーションについて 
 
(3－1)他地域へのインプリケーション 

まず、これまでのわが国の電気通信産業
および政策の発展史（次図参照）を踏まえ
て、政策目的の実現に貢献したと思われる
要因の抽出を行い、さらに、当該要因がわ
が国の歴史的文脈を超えてどの程度の一
般性を持ちうるのかに関し、OECD 諸国のデ
ータを用いて統計的検証を行なった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

抽出された要因は、以下の５つである。 

First Stage: Selection of Subscription
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1. 良好な経済環境 
2. 通信ビジネス環境の漸進的変化 
3. 支配的事業者（NTT）のリーダーシッ

プを背景とした事業者間協調 
4. 高人口密度や地形状況などの社会・

自然環境要因 
5. 規制庁間の国際競争 
 
そのうち検証可能な３要因（1、3、4）

について行なった仮説検定の結果からは、
支配的事業者の存在が電気通信インフラ
の発展に一定の貢献を行なっていること、
および、経済格差がデジタル・ディバイド
を生み出す要因であることが示唆された。 
 
さらに、過少需要が 大の政策チャレン

ジである途上国におけるブロードバンド
普及問題と、ネットワーク混雑を引き起こ
す過少供給が政策チャレンジである先進
国における問題を区別し、前者に関しては
主としてタイ国を対象とした実証分析を
実施した。同国では、アクセス回線の未整
備、通信市場全般における競争の不十分さ
等の課題があり、ブロードバンド普及に向
けて、政府は競争の促進、公正かつ有効な
競争環境の整備等の取組みを行う必要が
あるという提言をまとめた。他方、先進国
での政策チャレンジについては、ネットワ
ーク中立性問題に着目した分析を行い、短
期的にはISPによる反競争的行為を抑制し
つつ従量制料金を導入することが、また長
期的には、現在の月額定額料金制以外の新
たなビジネスモデルの採用が必要となる
ことを結論付けた。 
 

(3－2)他産業（信書便産業）へのインプリケ
ーション 

わが国信書便市場をめぐる 2003 年以来
の制度構築の状況と市場環境、それらをめ
ぐる内外の政策論議、ならびに信書便市場
自由化に先んじて目覚ましい成功を収め
たわが国電気通信市場の経験を踏まえ以
下の結論を得た。 

Stage 1: pre-1985
Primary Beneficiary:
1. POTS users
Main Policy Instruments:

Quasi-state monopoly
Financing from users
Limited use of network

Stage 3: post-2004
Primary Beneficiary:
1. Service providers
2. Enhanced users
Main Policy Instruments:

Pro-competition policy 
・ Asymmetric regulation
・ Ex-post control
・ MVNO
・ Network neutrality

etc.

Stage 2: 1985－2003
Primary Beneficiary:
1. Enhanced users
2. POTS users
Main Policy Instruments:

Pro-competition policy
Asymmetric regulation
De facto standard

Liberalized use of network

Stage 2-1: 1985－1996
Main Target: 
Introduction of competition

Main Policy Instruments:
Preferential treatment to 
new entrants

Stage 2-2: 1997－2003
Main Target: 
Fair & effective competition

Main Policy Instruments:
Asymmetric regulation

The period of “quasi-
state monopoly”

The period of 
“industrial policy”

The period of 
“minimum regulation”
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 実質的な市場競争を実現するためには、

既存事業者である日本郵政のネットワ
ークの開放が不可欠 

 メール便市場を考慮した場合、わが
国の現状は、クリームスキミング的
参入が発生していることに等しい。 

 網開放により、ユニバーサルサービ
ス義務を負う事業者による新規参
入が期待できる。 

 成熟市場における取扱量の集約効
果により、日本郵政にとっても費用

 



 

削減効果がある。 
 市場開放を前提とし、国庫補助が現実的

でないとすれば、ユニバーサルサービス
基金の設置は必然 

 ただし、導入に先立って日本郵政
（郵便事業株式会社）の経営改善が
必要 

 複数参入地域への基金適用を控え
るとすれば、参入条件の再検討は不
可避 

 現時点で想定される基金規模は固
定電話と比較してあまりにも巨額 

 
(4)今後の展望 

ネットワーク産業を俯瞰的に分析する
ことを目指した本研究により、電気通信分
野において蓄積されてきた知見が広い応
用可能性を有しうることが明らかとなっ
た。換言すれば、通信分野の研究を深化さ
せることが即ちネットワーク産業全般の
経済的課題の解決の糸口を与えることを
意味する。 

今後は、研究の主軸を電気通信産業、と
りわけ、近年の発展が著しく、社会経済の
不可欠なインフラとなっているインター
ネットに焦点を絞り研究を進める。同分野
で得られるであろう知見は、他のネットワ
ーク産業に対しても一定の通用性を持ち
うる。さらに、超高速通信ネットワークの
整備・利用普及の状況において世界のトッ
プランナーである日本の実情を踏まえた
議論は国際的議論の場において大きく注
目される潜在力を有する。日本の研究者に
とってこういった好条件を具備した研究
対象は数少なく、その意味で、本研究は我
が国アカデミズムの国際貢献といった面
からも価値が高いことが期待できる。 
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